
１．目的

２．業務概要
業務名
道路事業等に関する不動産鑑定評価業務委託（単価契約）
業務内容

履行期間
契約締結日から令和７年３月３１日まで
対象地域
各務原市内の住宅地域、宅地見込地地域、農地地域等
事業費の上限額
２，９８１千円（消費税含む）　

３．参加資格要件
参加資格を有する者は、次に掲げる要件を満たしている者とする。

各務原市競争入札参加資格を有していること。

４．プロポーザル方式参加表明書の提出
参加にあたり提出する書類は次のとおりとする。

： プロポーザル方式参加表明書（様式－１）
： 令和６年４月１２日（金）午後５時
： 各務原市ウェブサイトの専用フォームにて提出
： 事務局

（１） 提出書類
（２） 提出期限

道路事業等に関する不動産鑑定評価業務委託
公募型プロポーザル実施要領

　道路事業等に関する不動産鑑定評価業務委託について、適正な能力及び技術力を有する事業者
を選定することを目的とするプロポーザル方式の実施について、必要な事項を定める。

（１）

（２）
　各務原市都市建設部が行う用地取得及び用地売却のために必要となる各務原市内における
評価依頼地の鑑定評価書（意見書を含む。）及び用地比準算定表の作成並びにこれらに付随す
る諸業務。

（７） 業務責任者は、企画提案書の提出期限の日から契約締結までに、不動産の鑑定評価に関する
法律第４０条に規定する懲戒処分を受けていないこと。

（８） 企画提案書の提出期限の日から契約締結までに、不動産の鑑定評価に関する法律第４１条に
規定する監督処分を受けていないこと。

（２） 各務原市競争入札参加資格停止措置要綱（平成１４年９月３０日決裁）による指名停止を受けて
いないこと。

（４） 各務原市が行う契約からの暴力団排除に関する措置要綱（平成２２年７月２３日決裁） に基づく
排除措置の対象となっていない者であること。又は、同要綱別表に掲げる措置要件に該当しな
いこと。

（６） 不動産の鑑定評価に関する法律（昭和３８年法律第１５２号）第２２条の規定に基づく登録を受け
ている不動産鑑定業者であること。

（３） 営業に関し法令上の許可、認可、免許等を必要とする場合においては、これを受けている者であ
ること。

（３）

（４）

（５）

（５） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされていない者又
は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされていない者

（１）

（９） 業務責任者は、令和３年度以降（過去３年間）に完了した鑑定評価において年間１件以上の実
績を有していること。

（３） 提出方法
（４） 提出先

（10） 各務原市内又は県内隣接市町に本社、支社、事務所を有すること。
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５．企画提案書の提出

・ 不動産鑑定業者登録番号、登録年月日を記載する。
・ 不動産鑑定業者の登録通知の写しを添付すること。
・ 記載様式は、様式－３とする。
・ 各務原市内及び県内隣接市町の営業拠点等を記載する。
・

・ 記載様式は、様式－３とする。
・

・ 不動産鑑定士の登録通知の写しを添付すること。
・ 記載様式は、様式－４とする。
・

・ 対象期間は、令和３年度から令和５年度までの過去３年間とする。
・ 実績は、各年度１件までとする。
・

・ 記載様式は、様式－４とする。
・

・ 対象期間は、令和３年度から令和５年度までの過去３年間とする。
・

・

・ 記載様式は、様式－５とする。
・

・ 対象期間は、令和３年度から令和５年度までの過去３年間とする。
・

・

・ 記載様式は、様式－６とする。
業務実施方針 ・

・ 業務実施方針について、簡潔に記載すること。
１)

２)

３)

４) 適正な鑑定評価を求めるために用いる鑑定手法について
①取引事例の収集・選択手法及び補正に関する着眼点
②鑑定評価結果の検証・照査等

・ 記載様式は、様式－７～１０とする。
不動産鑑定報酬 ・ 業務における不動産鑑定報酬の基準単価について記載すること。

・ 記載様式は、様式－１１とする。
業務
価格

各務原市内での鑑
定評価の実績（意
見等を除く。）

業務責任者が従事した各務原市内における公共用地の取得に係る鑑定評
価の実績を記載する。

実績は、各年度３件までとし、対象不動産の所在地（評価地目）、地域種別
（「住宅地域」、「商業・工業地域」、「宅地見込地・農地・林地・その他地域」
のいずれかの地域）、評価依頼者及び評価年月を記載する。
従事したことが確認できる資料（例えば、鑑定評価書の評価者、対象不動
産の所在地（評価地目）、評価依頼者、評価年月が確認できるページ）の写
しを添付すること。ただし、評価依頼者（各務原市以外に限る。）、地番、金
額等については、黒塗りでの提出を可とする。

業務責任者が従事した各務原市内における一般鑑定評価（民間による売
買・交換する際の鑑定評価、担保評価、賃貸借する際の賃料・地代の評
価、借地権・借家権・地役権・区分所有権等の鑑定評価のいずれか）の実
績を記載する。

実績は、各年度３件までとし、対象不動産の所在地（評価地目）、地域種別
（「住宅地域」、「商業・工業地域」、「宅地見込地・農地・林地・その他地域」
のいずれかの地域）及び評価年月を記載する。

鑑定実績が希薄な評価対象地域を鑑定する場合の手法について

公共用地の取得に係る鑑定評価における特有の特殊案件（堤外民地、
墓地など）に対する留意点について

従事したことが確認できる資料（例えば、鑑定評価書、対象不動産の所在
地（評価地目）、評価年月が確認できるページ）の写しを添付すること。ただ
し、評価依頼者、地番、金額等については、黒塗りでの提出を可とする。

記　載　事　項 内　容　に　関　す　る　留　意　事　項

鑑
定
業
者

登録番号、登録年
月日

営業拠点等の所在
地 営業拠点等の所在地を証する書面を添付すること。（登記事項証明書の写

し、パンフレットの写し等）

従事したことが確認できる資料（例えば、鑑定評価書の評価者、対象不動
産の所在地（評価地目）、評価依頼者、評価年月が確認できるページ）の写
しを添付すること。ただし、評価依頼者、地番、金額等については、黒塗りで
の提出を可とする。

企
画
提
案
書

企画提案書では、本業務における具体的な取り組み方法等についての提
案を求める。

各務原市における地価動向、不動産市況等の地域動向の把握につい
て

業
務
責
任
者

資格 業務責任者の氏名、生年月日、所属・役職、登録番号、登録年月日を記載
する。

地価公示標準地又
は地価調査基準地
の評価に関する実
績

業務責任者が従事した地価公示標準地又は地価調査基準地のいずれか
の評価担当の実績について、担当の有無、標準地番号又は基準地番号、
担当地点の所在地、所属分科会名を記載する。

参加表明を行った事業者は、以下の事項を記載した企画提案書を提出すること。（様式－２～１
１）
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６．企画提案書の作成及び記載上の留意事項
企画提案書作成上の基本事項

企画提案書の無効

企画提案書の作成・提出に要する費用は提出者の負担とする。

７．企画提案書の提出先及び提出期限
企画提案書の提出については次のとおりとする。

： 様式－２～１１
： 令和６年４月１９日（金）　午後５時
： 各務原市ウェブサイトの専用フォームにて提出
： 事務局

８．参加表明書及び企画提案書の提出に際し、不明な点がある場合の質問及び回答方法
質問に関する取扱は次のとおりとする。

： 質問書（様式－１２）
： 令和６年４月８日（月）　午後５時
： 各務原市ウェブサイトの専用フォームにて提出
： 事務局
： 令和６年４月１１日（木）までに、各務原市ウェブサイトに掲載

９．企画提案を特定するための評価基準

・ 内容がほとんど記載されておらず、提案内容が判断できない。
・ 業務目的に反する記述や事務誤認等適切な業務執行が妨げられる内容となっている。
・ 業務実施方針の企画提案に矛盾があり、整合性が図られていない。

（１） 評価委員会において、提出された企画提案書を評価基準により評価し、評価点の合計が最も高
い者を企画採用者として特定する。ただし、あらかじめ定めた基準点以上の者とする。

（２） 企画提案書の記載内容において次の項目に該当し、業務が適切に履行できないと判断される場
合は特定しない。

（３） 提出方法
（４） 提出先
（５） 回答方法

（４） 提出先

（１） 提出様式
（２） 提出期限

（２） 提出期限
（３） 提出方法

（１）

（２）
　企画提案書に虚偽の記載を行った場合及び内容や提出方法が本要領の規定に適合しない場合
は無効とし、参加資格を与えないこととする。

（３）

　企画提案書は、これまでの業務実績や業務実施方針から当該業務の遂行能力に関して審査を行
うものであり、成果の一部の提出を求めるものではない。本要領において記載された事項以外の内
容を含む企画提案書については、提案を無効とする場合があるので注意すること。

（１） 提出様式
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評価基準

下記の順位で評価する。
①

② 上記に該当しない。
下記の順位で評価する。
①

②

③

④
下記の順位で評価する。
① 各年度３件の実績がある。
②
③
④ 上記に該当しない。
下記の順位で評価する。
① 各年度３件の実績がある。
②
③
④ 上記に該当しない。

業務実施方針

不動産鑑定報酬

基準点

１０．評価にあたっての質疑について
企画提案書の提出後、評価委員から出された質疑に対する回答の提出を求める。

： 質疑の送付、回答ともに電子メールにより行う。
： 企画提案者に対し別途通知する。
： 任意

各評価委員の評価点の合計が、５００点満点の４０％（２００点）を基準とする。

（１） 実施方法
（２）
（３） 回答様式

業務
価格

不動産鑑定報酬について 不動産鑑定報酬の基準単価につ
いて、縮減を行っている場合に優
位に評価する。

20 20

（４）

日程

単年度に１～２件に実績がある。

10

10

取引事例の収集・選択手法及び
補正に関する着眼点について、
必要な事項が網羅され、的確か
つ実現性が高い場合に優位に評
価する。

10
鑑定評価結果の検証・照査に係
る手法や態勢の提案について、
的確かつ実現性が高い場合に優
位に評価する。

鑑定実績が希薄な評価対象地域
を鑑定する場合の手法について、
必要な事項（課題・留意点・対応
策）が網羅され、的確かつ実現性
が高い場合に優位に評価する。

公共用地の取得に係る鑑定評価
を理解し、特有の特殊案件に対
する留意点についての提案内容
が的確かつ実現性が高い場合に
優位に評価する。

15 55

10

各務原市内における一般鑑
定評価の実績の内容

5

各年度１～２件の実績がある。

上記に該当しない。
鑑定評価の実績
（意見書等を除く。）

各務原市内における公共用
地の取得に係る鑑定評価の
実績の内容

5

各年度１～２件の実績がある。
単年度に１～２件に実績がある。

20
過去３年間継続して担当経験
がある。
過去２年間継続して担当経験
がある。

鑑
定
業
者

事務所等の所在地 各務原市内の事務所等の所
在の有無

5 5
事務所等が各務原市内に存
在する。

業
務
責
任
者

地価公示標準地又
は地価調査基準地
の評価等に関する
実績

地価公示標準地又は地価調
査基準地の鑑定評価員の担
当経験の有無

10

過去３年間に担当経験があ
る。

（３）

評価項目
評価の着眼点 評価の

ウェイト判断基準

鑑定実績が希薄な評価対象
地域を鑑定する場合の手法に
ついて

公共用地の取得に係る鑑定
評価における特有の特殊案
件（堤外民地、墓地など）に対
する留意点について

地価動向、不動産市況等の地域
動向について、各務原市の特性
等を的確に把握している場合に
優位に評価する。

企
画
提
案
書

各務原市における地価動向、
不動産市況等の地域動向の
把握について

適正な鑑定
評価を求め
るために用
いる鑑定手
法について

取引事例の収
集・選択手法及
び補正に関する
着眼点

鑑定評価結果
の検証・照査等
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１１．企画提案の特定結果

１２．日程

１３．契約事項

１４．資格喪失
参加資格要件を満たさなくなった場合。
提出資料が本実施要領の提出方法に適合しない場合。
提出資料が本実施要領に示された条件に適合しない場合。
企画提案書・その他提出された書類に虚偽の内容が記入されている場合。
評価委員や関係職員に接触があった場合。
その他本実施要領に違反するなど評価委員会が不適格と認めた場合。
基準点に満たない場合。
「１３．契約事項（１）」で行う協議が整わなかった場合。

１５．その他
費用負担
本件プロポーザルの参加に係る費用は全て提案者の負担とする。
提案書の取扱い
① 企画提案採用者以外の提案書は、事務局にてデータ消去する。
②

③ 提出期限後の提出書類の再提出及び差替えは、原則として認めない。
④

⑤ 企画提案書の提出は、１者につき１案のみとする。
⑥ 審査の経緯及び結果についての異議の申し立ては受け付けない。

１６．事務局
各務原市役所　都市建設部　用地課
〒５０４－８５５５　各務原市那加桜町１丁目６９番地
電話　０５８－３８３－１９０７
ＦＡＸ　０５８－３８３－６３６５
電子メール　　youchi@city.kakamigahara.gifu.jp

（１）

（２）

提出された書類は、評価に必要な範囲において複製できるものとし、本件プロポーザル以外
の目的には、提案者に断りなく使用しないものとする。

（３）
（４）
（５）
（６）
（７）
（８）

提出された書類は、各務原市情報公開条例（平成１１年条例第２号）に基づく情報公開請求
があったときは、原則として公開する。ただし、同条例第６条第１項各号に規定する非公開事
由に該当する部分があると市が認めたときは、該当部分を非公開とすることがある。

（１） 契約については、企画提案採用者と提案書に基づき仕様の内容を協議した上で、地方自治法施
行令１６７条の２第１項第２号に定める随意契約において契約を締結する。ただし、事業費につ
いては２の（５）で示した上限額を超えることはない。

（２） 「１４．資格喪失」に該当する場合で企画提案採用者との契約締結が不可能となった場合は、次
点の提案者との協議を行なうことがある。

（１）
（２）

審査（書類） 令和６年５月上旬（予定）
結果発表 令和６年５月中旬（予定）
契約締結 令和６年６月上旬（予定）

（３） 契約の履行に関しては、各務原市契約約款及び仕様書等に基づき、日本国の法令を遵守しな
ければならない。

質問書の回答 令和６年４月１１日（木）
参加表明書（様式１） 令和６年４月１２日（金）
企画提案書の提出期限 令和６年４月１９日（金）

評価結果については、書面により全提案者に通知する。

項目 日程
募集開始 令和６年４月　１日（月）
質問書（様式１２）の提出期限 令和６年４月　８日（月）

5


